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特別インタビュー

　平成 25 年の新春を迎えるにあたり、会員の
皆様に謹んで新年のお喜びを申し上げます。
　3 年半前に国民の期待を一身に受けて誕生し
た民主党政権は迷走を続けこのままでは国が崩
壊してしまうのではないかとの危機感から自民
党政権が復活をしました。沖縄県では私たちと
政策協定を結び推薦した 4 人全員が当選しまし
た。以前の古い自民党政治に戻らないように当
選した議員と協力しながらしっかり監視をして
いく必要があります。また来る参議員選挙に日
本医師会は会内候補者を立てる意向を明確にし
ました。先生方のご協力をお願い致します。
　増え続ける社会保障費を持続的・安定的に支
えるために「社会保障と税の一体改革関連法案」
が昨年 8 月に衆議院で可決されました。消費
税は平成 26 年 4 月に 8％、平成 27 年 10 月に
10％へ上がることが決まりました。社会保障に
ついては「社会保障制度改革国民会議」を設置
し、医療、年金、介護、少子対策の 4 分野を中
心に議論をして、政府はその結果を踏まえ今年
8 月 21 日までに必要な法的措置を講じること
が義務付けられています。委員は 15 名で構成
をされており、医療人は 2 名いますが日本医師
会の代表は委員になっておりません。社会保障
の中でも特に大事な医療、介護を担う医師会代
表が委員から意図的に除外されているのは問題
です。日本医師会の代表を委員に加えるように
政府に働きかけています。「国民会議」の会合
はまだ 2 回しか開催されていませんが、その行
方は日本の社会保障の方向性を決める大事な会
議です。医師会としても議論の行方を注視して
いく必要があります。

　消費税 5％の時点で医療機関は収入の 2.2％
を控除対象外消費税として負担をしています。
消費税がこのまま 8％、10％に引き上げられる
と医療機関の経営は立ち行かなくなり地域の医
療は崩壊の危機に晒されます。日本医師会とし
ては医療に対して消費税は非課税ではなく課税
にして患者負担が増えないゼロ税率にするよう
要望しています。
　国民皆保険制度の崩壊をきたすおそれのある
TPP 参加には日本医師会は反対をしています。
米韓 FTA や北米自由協定 NAFTA をみれば予
測がつくからです。混合診療の全面解禁や株式
会社の医療への参入等アメリカ型の市場原理主
義の動きも依然として活発です。
　沖縄県は沖縄県独自による振興計画である

「沖縄 21 世紀ビジョン」を策定し実行中です。
策定に関わった沖縄県医師会としても医療福祉
分野で県行政と協力・共同しながら目的達成に
むけて行動していく所存です。
　地域医療は個人や一医療機関では守ることは
出来ません。医療に携わる一人一人、医療機関
同士の連携があってはじめて地域で完結した医
療が可能になります。糖尿病、脳卒中を中心に
医療連携システムの構築が進んでいます。シス
テム構築を完成するとともにすべての疾患に広
げていく必要があります。
　平成 25 年巳年が会員の皆さまにとりまして
希望に満ちた一年となりますよう心から祈念し
私の年頭の挨拶と致します。

年頭所感

会長　宮城　信雄



2013沖縄医報　Vol.49  No.1

－ 4（4）－

特別インタビュー

　明けましておめでとうございます。会員の皆
様におかれましては、健やかに新年をお迎えに
なられたこととお慶び申し上げます。
　一昨年、3 月 11 日の東日本大震災から、間
もなく 2 年が経過しようとしております。しか
し、被災地における復旧・復興は、決して順調
ではありません。日本医師会はいち早く JMAT
を組織し、被災地域を除く全都道府県医師会の
先生方のご協力により、強力な医療支援活動を
展開してまいりました。これらの活動を通じ学
びました教訓は多岐に亘りますが、地域社会の
復興にとって地域医療の存在は不可欠であり、
医療のないところでは人々が暮らしていくこと
はできないということであります。社会的イン
フラとしての医療機関を再建していくための支
援を今後とも継続していくことが必要です。
　さて、われわれ執行部は、昨年 4 月に発足し
て以来一貫して、国民が安心して生活していく
ためには「地域医療の再興」が最重点課題であ
ると主張してまいりました。各都道府県医師会
の先生方には、本年 4 月からスタートする新た
な「地域医療計画」の策定に向けて、積極的に
行政と協力し、地域の実情に合った計画の策定
にご尽力いただくようお願いしてきたところで
あります。地域の医療・介護、福祉を見据え、
急性期のみならず、予防、亜急性期、回復期、
慢性期、在宅医療まで、「切れ目のない医療・
介護」の提供体制の構築は地域医療の基本であ
ることを、今後とも継続して訴えていきたいと
思います。
　明るい話題として、昨年10月には日本医師会
の会員である京都大学の山中伸弥教授がノーベ
ル医学・生理学賞を受賞されました。再生医療

に道を開く、最先端の研究が、わが国の医師に
よって行われていることは、日本の医療人とし
ても大きな誇りです。近い将来、これらの研究
の臨床応用が行われ、治療が困難とされている
患者さんに大きな希望がもたらされることを切
に望むところであります。日本医師会といたし
ましても、研究環境の充実のために、法整備面・
倫理面に関しまして全面的にバックアップして
まいりたいと思います。
　一方、国会では8月10日に社会保障・税一体
改革関連法が成立いたしました。社会保障の機
能強化と持続可能な安定財源確保のためには、
消費税率の引き上げはやむを得ないものと思い
ます。しかし、社会保険診療が非課税となって
いることから医療機関が過大に負担している、
いわゆる「控除対象外消費税」の問題や保険給
付の重点化、適用範囲の縮小等が懸念されると
ころであります。特に「控除対象外消費税」に
ついては、この問題が解決されることなく消費
税が引き上げられることになれば、医療機関の
経営にとって極めて深刻な影響を及ぼすことは
必至です。社会保障の充実を目的に導入された
消費税によって、医業経営が困難になる事態が
あってはなりません。そして地域医療を担う医
療機関の経営に悪影響が出て一番困るのは、地
域住民の方々であります。12月21日には、医療
関係40団体で構成する国民医療推進協議会の主
催により「国民医療を守るための総決起大会」
を開催いたしました。国民皆保険の堅持と地域
医療再興を願い、「国民皆保険を崩壊に導く医療
の営利産業化に繋がる政策への反対」および「医
療に係る消費税問題の抜本的解決」を強く要望
する旨の決議を採択したところであります。

年頭所感

日本医師会会長　横倉　義武
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　こうした中、年末には衆議院の解散総選挙が
あり、新たな政権が誕生いたしました。そして、
日本医師会も本年 4 月 1 日、公益社団法人　日
本医師会として新たに生まれ変わる予定であり
ます。日本医師会は医師を代表する唯一の団体
であり、医師の利益を追求する団体ではありま
せん。「国民と共に歩む専門家集団としての医
師会」を目指し、世界に冠たる国民皆保険の堅
持を主軸に、国民の視点に立った多角的な事業
を展開し、真に国民に求められる医療提供体制
の実現に向けて、これからも政策提言を続けて

まいります。
　医療界には、他にも医師不足、医師の診療科・
地域偏在の問題、医学教育・研修制度のあり方、
医療事故調査制度等、喫緊の課題が山積してお
ります。こうした課題解決に向けて、執行部一
丸となって対応してまいりますので、会員の皆
様方の深いご理解と格段のご支援を賜りますよ
うお願い申し上げます。
　新年が皆様にとりまして、希望に満ちた明る
い年となりますことをご祈念申し上げ、年頭の
ご挨拶といたします。


